
経営発達支援計画の概要

実施者名 
（法人番号）

八戸商工会議所（法人番号   5420005003034） 

八戸市    （地方公共団体コード 022039） 

実施期間 令和 3年 4月 1日～令和 8年 3月 31 日 

目 標 

【目標①】伴走型経営支援の強化による付加価値の向上、ビジネスモデルの転換の推進

【目標②】小規模事業者の強みや地域資源を活用した商品・サービスの販路拡大支援

【目標③】創業支援・事業承継支援の強化による地域社会の新たな活力の創出

事業内容 

3-1.地域の経済動向調査に関すること 

小規模事業者に地域内の経営環境の変化を広く周知する。事業者の景況をタイムリー

に把握し重点支援業種を定めるなど、経営発達支援計画における施策決定に活用する。

①地域内事業者の景況感を把握するためのアンケート調査 

②地元金融機関による経済概況調査結果の活用 

3-2.需要動向調査に関すること 

“売れる商品”を作るために、消費者目線での商品開発や商品のブラッシュアップに

寄与する消費者調査を支援する。 

①店頭での商品調査 

②女性目線によるテストマーケティング 

4.経営状況の分析に関すること 

経営環境の変化に合わせたビジネスモデルの転換や販路拡大に意欲的な事業者を中心

に支援対象者を掘り起こし、財務分析および非財務分析の両面から経営分析を実施。

①経営分析の対象事業者の掘り起こし 

②経営分析支援 

5.事業計画策定支援に関すること 

これまで把握してきた「経営分析」や「地域の経済動向調査」「需要動向調査」の結果

を活用しながら、事業計画の策定を支援する。また、創業者に対しては「はちのへ創

業・事業承継サポートセンター（8サポ）」と連携して、創業計画の策定を支援する。

①事業計画策定支援 

②創業計画策定支援 

6.事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画・創業計画を策定したすべての事業者を対象に、原則として四半期ごとのフ

ォローアップを実施し、売上拡大・利益拡大を実現する。 

①事業計画のフォローアップ 

②創業計画のフォローアップ 

7.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

事業者単独では実現が難しい販路拡大手段でかつ効果が高いサービスを提供するだけ

でなく、売上増加や新規顧客との成約など、成果に責任を持った支援を実施する。 

①展示会・個別商談会（BtoB） 

②EC 販売支援（BtoC） 

連 絡 先 

八戸商工会議所 

〒031-8511 青森県八戸市大字堀端町 2番 3 

TEL: 0178-43-5111  FAX: 0178-46-2810 E-mail: soumu@8cci.or.jp 

八戸市 

〒031-8686 青森県八戸市内丸 1丁目 1-1 

TEL: 0178-43-9242 FAX: 0178-43-2256 E-mail: shoko@city.hachinohe.aomori.jp
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エ 特産品 

 前述のとおり、当市には“食”を求めた観光客が多い。そこで、ここでは当市が誇る特産品の一部につ

いて記述する。 

イカ 水揚げ量日本一を誇る。イカ漁は一般的に夜間漁火の下で行い早朝水揚げされる

が、八戸では日中に漁を行い夕方に水揚げされるものもあり、夕食や晩酌にも捕れ

たてで新鮮なイカが食卓に上る。 

八戸前沖さば かねてより評価の高かったサバ。これを全国に PR するためにブランド化したのが

「八戸前沖さば」である。三陸沖以北の日本近海で漁獲し八戸港に水揚げされた良

質なサバを、水揚状況・脂肪分・重量等を参考にして、毎年八戸前沖さばブランド

協議会が漁獲期間を認定している。脂肪分が非常に多いのが特長で、脂肪分には

EPA・DHA など健康に良いとされる成分を豊富に含んでおり注目されている。 

南部煎餅と 

八戸せんべい汁 

当地方で昔から広く食べられている南部煎餅。現在も市内 12 店で製造されている。

約 80 種類の味があり、当市を代表する菓子となっている。 

また、B 級ご当地グルメでおなじみの八戸せんべい汁は、地元以外では殆ど知られ

ていなかった「八戸せんべい汁を全国ブランドに」と立ち上がった市民団体八戸せ

んべい汁研究所が、試行錯誤の努力を重ねて B-1 グランプリでゴールドグランプリ

を受賞したことで、全国に認知されている。 

いちご煮 漆器にしとやかに盛り付けられたウニとアワビ。乳白色の仕立て汁がお吸い物の上

質感を醸し出す。熱湯に浸けられたウニの姿が、あたかも野イチゴのように見える

ことからこの名が付けられた。 

オ 産業について 

(a)業種別の商工業者数 

産業別の当市の事業所数割合をみると、建設業 8.6％、製造業 5.2％、卸売・小売業 27.6％、サービス

業 54.8％である（平成 28 年経済センサス）。 

 小規模事業者数は平成 24 年が 7,904 社、平成 28 年が 7,770 社であり、4 年間で 1.7％の減少に留まっ

ている。産業別にみると、製造業が 8.0％、卸売・小売業が 3.1％の減少となっている一方、運輸等は 7.3％、

宿泊・飲食業は 7.8％増加している。 

 サービス業（飲食業含む）では廃業もみられる一方で創業者も多い。そのため、事業所数は増加傾向と

なっている。一方、製造業や卸売・小売業などは創業者が少ないため、事業所数が減少しているものと考

えられる。 

出典：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」 

建設 製造 運輸等
卸売・
小売

宿泊・
飲食

医療・
福祉

他サー
ビス

分類
不可

合計

平成24年
事業所数 964 616 327 3,102 1,553 819 3,832 77 11,290
従業員数 9,353 14,618 8,208 22,827 8,864 12,629 26,193 1,828 104,520
事業所数（小規模事業者） 855 460 218 2,023 1,071 348 2,923 6 7,904
従業員数（小規模事業者） 5,430 2,934 1,604 5,199 2,767 901 5,899 44 24,778
平成28年
事業所数 968 585 346 3,093 1,554 893 3,706 80 11,225
従業員数 9,511 13,617 7,986 23,847 8,548 13,813 25,648 1,758 104,728
事業所数（小規模事業者） 849 423 234 1,960 1,155 362 2,782 5 7,770
従業員数（小規模事業者） 5,127 2,888 1,724 4,923 2,991 884 5,575 29 24,141
増減(平成28年-平成24年）
事業所数 4 △ 31 19 △ 9 1 74 △ 126 3 △ 65
従業員数 158 △ 1,001 △ 222 1,020 △ 316 1,184 △ 545 △ 70 208
事業所数（小規模事業者） △ 6 △ 37 16 △ 63 84 14 △ 141 △ 1 △ 134
従業員数（小規模事業者） △ 303 △ 46 120 △ 276 224 △ 17 △ 324 △ 15 △ 637
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ⅱ_ 製造業 

平成 29（2017）年の製造品出荷額等は 5,341 億円である。推移をみると、リーマン・ショック後の落

ち込み後、着実に回復傾向を示しているものの、未だリーマン・ショック前の水準までは戻っていない

ことがわかる。また、事業所数をみると減少傾向が読み取れる。 

ⅲ_ 小売業 

平成 28（2016）年の年間商品販売額は 7,510 億円である。推移をみると、長らく減少傾向を示していた

が、平成 26（2014）年を底に回復傾向に転じる兆しを見せている。事業所数や従業者数も同様の傾向とな

っている。 

※平成 24(2012)年以降、商業統計調査の対象事業所の把握方法が変更されたため、平成 19(2007)年以前

と平成 24(2012)年以降を単純に比較することはできない。 

出典：RESAS サマリー

出典：RESAS サマリー
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(c)景況感 

 当所では、年 2 回「経済動向調査※」を実施している。最新の結果（令和 2 年 9 月実施分）より、事業

者の景況感を確認する。なお、本調査の回答者のうち 79.3％が小規模事業者であり、本結果は小規模事

業者の景況感を示すものとして考える。 

ⅰ_ 売上高 DI 

 全産業の売上高 DI は△59.6 である。業種別にみると、建設業・運輸業が△48.3、製造業が△59.5、

卸売業が△47.1、小売業が△63.3、飲食業・サービス業が△73.2 となっている。新型コロナウイルス感

染症の影響で、これまでになく DI 値が悪化していることが読み取れる。 

 なお、小規模事業者のうち、前年同期比で売上が増加している事業者の割合は 12.1％、減少している

事業者の割合は 75.2％となっている。 

出典：八戸商工会議所「経済動向調査」 

ⅱ_ 営業利益（採算）DI 

 全産業の営業利益（採算）DI は△56.1 である。業種別の傾向は、売上高 DI と類似している。 

出典：八戸商工会議所「経済動向調査」 

※経済動向調査 

 当所支援先に対して行っているアンケート調査。年 2 回（上期・下期）に実施。調査票配布先は約

600 社であり、回収率は約 30％となっている。 
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(d)会員アンケートから見る事業者の経営課題 

当所会員企業からのアンケート結果（令和元年 10 月実施／調査対象 3,548 社／回収率約 24%）を基に

した、事業者の主な経営課題は以下のとおりである。 

経営課題として、最も多かった回答は「人材確保」である。「事業承継・後継者」に関する回答も多く

寄せられている。全国的な傾向と同様であるが、当地域においても少子高齢化や若者の地域外流出等によ

り生産年齢人口の減少が続いている。人手不足や後継者不足に端を発した廃業が年々増加しており極めて

重大な課題である。多様な就業機会の創出、働く者の希望や能力とのマッチング等を通じて、意欲的に働

くことができる雇用環境の整備や情報発信等への支援が必要である。 

次に多かった回答は、「販路拡大」や「新商品・サービス開発」である。製造業では原材料仕入れ価格

の高騰や消費税引き上げ後の価格転嫁を充分に実施できていない事業所も多く、経営を圧迫している。水

産加工業では、八戸港の主力魚種であるスルメイカが平成 27 年より記録的な長期不漁に見舞われている

が、復調してきたイワシを原材料に活用した商品づくりや、消費者の健康意識や個食化・時短等のライフ

スタイルに合わせた新商品づくりに取り組み、売上向上を図ろうとする事業者もみられる。商品やサービ

スに、作り手の目線中心ではなく、市場や消費者のニーズやウォンツからの視点で新たな付加価値を生み

出し、売上増加や利益確保につなげていくための支援が必要である。下請け中心で自社製品を持たない事

業者についても、事業者の有する技術力を発信し取引拡大に結び付けるための支援が必要である。 

「生産性向上・IT 化」に関する回答も多く寄せられている。新型コロナウイルス感染症の影響により、

インターネットを活用した販売方法への転換、IT や AI による業務の自動化・効率化等による生産性向上

への対応が一層求められている。小売・サービス業では、消費者の来店動機や商品・サービス購入に至る

場面で、既存の広告媒体だけでなく、WEB や SNS、評価アプリなどで情報収集する傾向も強まっており、

顧客増加や売上増加を図る上で戦略的な販促方法等を検討していくことに対しても支援が必要である。 

出典：八戸商工会議所「令和元年会員アンケート集計結果」 

カ 八戸市の計画 

(a)第 6 次八戸市総合計画 

 「第 6 次八戸市総合計画（2016～2020）」の商工・観光に該当する箇所は下表のとおりである。 

 産業力の強化においては、「八戸ブランドの育成」や「起業の促進」。商工業の振興では、「中小企業の

経営強化」の他、中心商店街のにぎわい創出等による「商業の振興」、企業間連携の促進等による「工業

の振興」が掲げられている。 

また、観光の振興においては観光資源の魅力向上等による「観光資源の充実」などが掲げられている。

 なお、現在、「第 7 次八戸市総合計画」の策定準備を行っている段階である。 
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(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

 当所管内における小規模事業者の課題は、急激に進む人口減少、高齢化と地域経済の縮小による「商圏

需要の低下」、「労働力不足」及び「後継者不足」である。また、消費税率引上げ後に改めて顕著化した消

費マインドの低下に加えて、with コロナ時代に向けたビジネスモデルの再構築など、小規模事業者が経

営を維持していくためには、これまで以上に多種多様な課題への対応が求められる。 

以上のことから、八戸商工会議所は管内の小規模事業者の支援機関の中核的な存在として、経営発達に

意欲的に取り組む前向きな事業者を積極的に掘り起し、八戸市や各支援機関等と連携し、小規模事業者が

経営の効率化・付加価値の拡大を実現できるよう支援する。さらに、多様化する流通チャネルに小規模事

業者が柔軟に対応するための販路拡大支援や地域に活気をもたらす事業所数の維持に向けた創業・事業承

継支援に取り組む。 

②第 6 次八戸市総合計画との連動性・整合性 

 八戸市では、「八戸市第６次総合計画（計画期間／平成 28 年度～令和 2 年度）」及び「第２期八戸市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略（計画期間／令和２年度～令和６年度）」を策定している。いずれに関し

ても、「産業・雇用（政策２）」分野や「基本目標１（多様な就業機会を創出する、これを支える人材を

育て活かす）の２施策」については、当所に関連する事業も明記されている。 

当所においては、八戸市が計画した各施策を踏まえた上で、関係機関と連携のもと小規模事業者の支

援に取り組む。 

③商工会議所としての役割 

ア 当所の役割 

当所では、第 29 期体制（期間／令和元年 11 月 1 日～令和 4 年 10 月 31 日）の基本方針として「つな

ぐ！創る！地域と企業の未来のために」を掲げ、（１）中小企業者・小規模事業者の支援（２）地域経済

の振興（３）組織力の強化をテーマに各種事業を展開している。中でも、当該計画に密接に関連する中小

企業者・小規模事業者の支援については、認定経営革新等支援機関、或いは地域唯一の総合経済団体の立

場からも、経営基盤の健全化や販路拡大支援等による地域経済の維持・持続的発展を目指すとともに、よ

り効果的且つ即効性の高い支援を行うために、各支援機関および行政との連携を強化していく。 

第 29 期 基本方針「つなぐ！ 創る！ 地域と企業の未来のために」 

Ⅰ 中小企業・小規模事業者の支援 

Ⅱ 地域経済の振興 

Ⅲ 組織力の強化 

イ はちのへ創業・事業承継サポートセンター（8 サポ）の役割 

 平成 28 年 4 月に八戸市と八戸商工会議所により開設された創業及び事業承継支援の拠点である。専門

支援の施設として、①起業・創業者を増やすこと、②経営者の高齢等による止むを得ない中小企業の廃業

を未然に食い止め、事業を継続して頂くことの 2 つを使命（ミッション）に、中小企業診断士の専門家の

他、インキュベーションマネージャー、八戸商工会議所の経営指導員といったスタッフがサポートしてい

る。 

 運営は当所 経営支援 3 課が行っており、本計画の創業支援部分において軌を一にして取り組む。 

(3)経営発達支援事業の目標 

上記、小規模事業者に対する長期的な振興のあり方を実現するため、本計画では以下の目標および方針

を掲げる。 

【目標①】伴走型経営支援の強化による付加価値の向上、ビジネスモデルの転換の推進 

【目標②】小規模事業者の強みや地域資源を活用した商品・サービスの販路拡大支援 

【目標③】創業支援・事業承継支援の強化による地域社会の新たな活力の創出 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和３年４月１日～令和８年３月３１日） 

（２）目標の達成に向けた方針 

【目標①達成のための方針】

小規模事業者が経営改善（with コロナ時代に適合した経営の推進や付加価値の向上など）をするため

には、経営環境の変化に合わせてビジネスモデルを転換する必要がある。そこでまずは地域の経済動向調

査を行い経営環境の変化を事業者に周知する。同時に個社の経営分析を実施。この結果を活用しながら事

業計画の策定支援を行い、事業者の経営の方向性を一緒に検討する。事業計画策定後は、四半期ごとにフ

ォローアップを実施することにより、計画を達成し、売上拡大・利益増加等の成果を上げる。 

これらをひとつの支援パッケージ（伴走型経営支援）として提供し、小規模事業者の業績アップに寄与

する。 

【目標②達成のための方針】

小規模事業者の強みや地域資源を活用した商品・サービスの開発・改良のために、需要動向調査として

「店頭での商品調査」や「女性目線によるテストマーケティング」といった消費者調査を実施。売れる商

品づくりを支援する。 

また、当所の管轄エリアの事業者には「販路拡大」を経営課題とする事業者が多い。販路拡大について

は、前述の伴走型経営支援の中で個社支援を実施するが、小規模事業者の多くは専門の営業人員がいない

など経営資源が少なく、自社独自での取組には限界があるのも事実である。そこで、「展示会・個別商談

会」や「EC 販売」など、自社単独では実現が難しい販路拡大手段でかつ効果が高いものを支援する。これ

らの支援は売上増加や新規顧客との成約など、成果にコミットして行う。 

【目標③達成のための方針】

当所ではこれまで「はちのへ創業・事業承継サポートセンター（8 サポ）」と連携し、創業支援や事業承

継を行ってきており、実績もあがっている。今後はこれまで以上に支援を強化。創業者に対しては、創業

計画の精度を上げるだけでなく、すべての創業者に対し、創業後のフォローアップを行い、事業が安定す

るまで継続的に支援を継続する。事業承継の相談者の掘り起こしにも努め、事業承継に伴う事業計画策定

支援を強化する。 

これらの取組により事業所数の減少を緩やかするだけでなく、地域社会に新たな活力を創出する。 

3-1.地域の経済動向調査に関すること 
(1)現状と課題 

当所では、小規模事業者が経営改善（with コロナ時代に適合した経営の推進や付加価値の向上など）を

するために、経営環境の変化に合わせてビジネスモデルを転換することを目指している。そのために、経

営環境の変化を捉えるための地域の経済動向の把握は重要である。 

当市に関連する経済動向データとして「地元金融機関による経済概況調査結果」があるが、小規模事業

者支援において、このデータの活用が不十分であった。そこで、今後はこのデータを事業者が活用できる

ように分析・公表する。 

また、現在行っている「地域内事業者の景況感を把握するためのアンケート調査」は事業者の経営状況・

経営課題等の把握に有効であるため、今後も継続する。 

























２２

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

必要な資金の額 5,822 5,822 5,822 5,822 5,822

 経済動向調査費 360 360 360 360 360

 セミナー開催費 2,310 2,310 2,310 2,310 2,310

クラウド型支援

ツール利用料 
1,135 1,135 1,135 1,135 1,135

 販路開拓支援費 1,644 1,644 1,644 1,644 1,644

 職員研修費 273 273 273 273 273

 事務諸費 100 100 100 100 100

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、県補助金、国補助金（伴走型補助金）、事業収入 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 



２３

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

連携して実施する事業の内容 

連携して事業を実施する者の役割 

連携体制図等 


